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先進医療の名称 骨移動術による骨軟部腫瘍切除後骨欠損の関節温存型再建 

適応症 

骨軟部腫瘍 

内容 

（先進性） 

これまで骨軟部腫瘍切除後骨欠損の再建には､金属や､加熱あるいは凍結処理した骨

を再利用していたが､この方法では､関節の温存ができず､合併症も多かった｡しかし､当

科では､腫瘍切除後の骨欠損の再建に､骨移動術という新しい方法を用い良好な成績

をおさめることができた。 

（概要） 

骨腫瘍を切除すると骨欠損が生じるが､その欠損を補填するために､創外固定器と呼ば

れる体の外につける機械(ワイヤー､ピンなどで骨と接続されている)を患肢に設置し､残

った骨の別のところで骨を切り､術後､1 日 0.5mm～1mm ずつ骨を移動させることで､その

間に新生骨が生じ､欠損部を補填することができる。この方法を用いることで､関節面ぎり

ぎりでの腫瘍切除が可能となり､関節温存が可能となる。 

（効果） 

骨移動術とは､生きている骨を生体内で再生する方法であり､一旦､骨移動術によって作

られた骨は､元の自分の骨と同じ構造となるので､機能的にも優れた結果となり､これらは

恒久的である｡また再生された骨は､自分の骨であるため､本法はもっとも生物的で､耐

久性にも優れた患肢温存手術である｡また､この方法を用いることで関節温存も可能とな

るため､非常に優れた患肢機能温存手術である｡つまり､本法を用いることで､単なる耐久

性に優れた患肢を温存する手術であるだけでなく､ほぼ罹患前に等しい患肢機能も温

存しうる手術である｡ 

（先進医療に係る費用） 

969,000 円 

実施科 

整形外科 
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先進技術としての適格性 

 

先 進 医 療 

の 名 称 
骨移動術による骨軟部腫瘍切除後骨欠損の関節温存型再建 

適 応 症 
A． 妥当である。 

B． 妥当でない。（理由及び修正案： ） 

有 効 性 

A． 従来の技術を用いるよりも大幅に有効。 

B． 従来の技術を用いるよりもやや有効。 

C． 従来の技術を用いるのと同程度、又は劣る。 

安 全 性 

A． 問題なし。（ほとんど副作用、合併症なし） 

B． あまり問題なし。（軽い副作用、合併症あり） 

C． 問題あり（重い副作用、合併症が発生することあり） 

技 術 的 

成 熟 度 

A． 当該分野を専門とし経験を積んだ医師又は医師の指導下であれば行える。 

B． 当該分野を専門とし数多く経験を積んだ医師又は医師の指導下であれば行

える。 

C． 当該分野を専門とし、かなりの経験を積んだ医師を中心とした診療体制をとっ

ていないと行えない。 

社会的妥当性 

( 社 会 的 倫 理

的 問 題 等 ) 

A． 倫理的問題等はない。 

B． 倫理的問題等がある。 

現 時 点 で の 

普 及 性 

A． 罹患率、有病率から勘案して、かなり普及している。 

B． 罹患率、有病率から勘案して、ある程度普及している。 

C． 罹患率、有病率から勘案して、普及していない。 

効 率 性 

既に保険導入されている医療技術に比較して、 

A． 大幅に効率的。 

B． やや効率的。 

C． 効率性は同程度又は劣る。 

将来の保険収

載 の 必 要 性 

A． 将来的に保険収載を行うことが妥当。 

B． 将来的に保険収載を行うべきでない。 

総 評 

総合判定： 適 ・ 否 

コメント：  

 

備考 この用紙は，日本工業規格 A 列 4 番とすること。医療機関名は記入しないこと。 
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当該技術の医療機関の要件（案） 

先進医療名及び適応症： 骨移動術による骨軟部腫瘍切除後骨欠損の関節温存型再建 

Ⅰ．実施責任医師の要件 

診療科 要 （整形外科）  ・ 不要 

資格 要 （整形外科専門医） ・ 不要 

当該診療科の経験年数 要 （5）年以上  ・ 不要 

当該技術の経験年数 要 （5）年以上  ・ 不要 

当該技術の経験症例数 注 1） 実施者［術者］として（3）例以上 ・ 不要 

［それに加え、助手又は術者として（3）例以上  ・ 不要］

その他（上記以外の要件）  

Ⅱ．医療機関の要件 

実施診療科の医師数 注 2） 要 ・ 不要 

具体的内容： 常勤医師 2 名以上 

他診療科の医師数 注 2） 要 ・ 不要 

具体的内容： 麻酔科医 1 名以上 

看護配置 要（10 対 1 看護以上）  ・ 不要 

その他医療従事者の配置 

（薬剤師、臨床工学技士等） 

要（ ） ・ 不要 

病床数 要 （１床以上）  ・ 不要 

診療科 要 （整形外科及び麻酔科） ・ 不要 

当直体制 要 （整形外科）  ・ 不要 

緊急手術の実施体制 要 ・ 不要 

院内検査（24 時間実施体制） 要 ・ 不要 

他の医療機関との連携体制 

（患者容態急変時等） 

要 ・ 不要 

連携の具体的内容：  

医療機器の保守管理体制 要 ・ 不要 

倫理委員会による審査体制 要 ・ 不要 

審議開催の条件：  

医療安全管理委員会の設置 要 ・ 不要 

医療機関としての当該技術の実施症例数 要（3 症例以上）  ・ 不要 

その他（上記以外の要件、例；遺伝カウン

セリングの実施体制が必要 等） 
 

Ⅲ．その他の要件 

頻回の実績報告 要 （ 症例まで又は 月間は、毎月報告）・不要 

その他（上記以外の要件）  

注 1） 当該技術の経験症例数について、実施者［術者］としての経験症例を求める場合には、「実施者［術者］として（ ）

例以上・不要」の欄を記載すること。 

注 2） 医師の資格（学会専門医等）、経験年数、当該技術の経験年数及び当該技術の経験症例数の観点を含む。例え

ば、「経験年数○年以上の△科医師が□名以上」。なお、医師には歯科医師も含まれる。 
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